
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第48期（2019年４月１日～2020年３月31日）

① 連 結 注 記 表

② 個 別 注 記 表

株式会社ニチイ学館

法 令 及 び 定 款 第 1 6 条 の 規 定 に 基 づ き 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（https://www.nichiigakkan.co.jp/ir/stock/shareholders.html）に掲
載することにより、株主の皆さまに提供しているものであります。



連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　36社
・主要な連結子会社の名称　　　株式会社東京丸の内出版

株式会社日本サポートサービス
株式会社ニチイグリーンファーム
株式会社ニチイケアネット
株式会社日本信用リース
株式会社ニチイケアパレス
株式会社ＧＡＢＡ
SELC AUSTRALIA PTY LTD.
日醫香港有限公司
日医（北京）居家養老服務有限公司
日医（上海）社区養老服務有限公司
日医（広州）商貿有限公司

・連結範囲の変更　　　　　　　前連結会計年度において非連結子会社でありました八尾
医療ＰＦＩ株式会社は重要性が増したため、当連結会計
年度より連結の範囲に含めております。

②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称　　RORIS GARDENS.INC.
・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は小規模であり、総資産､売上高、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしてい
ないためであります。
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⑵　持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数　　１社
・会社等の名称　　　　　　　　株式会社フィスメック
・持分法適用範囲の変更　　　　株式会社ジェイエスエスは、当連結会計年度において株

式を売却したことにより持分法適用の範囲から除外して
おります。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称　　　　　RORIS GARDENS.INC.及び関連会社１社
・持分法を適用しない理由　　　各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても
連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性が
ないため持分法の適用範囲から除外しております。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日
日醫香港有限公司他24社 12月31日　＊１
八尾医療ＰＦＩ株式会社 １月31日　＊１
SELC AUSTRALIA PTY LTD.他1社 ６月30日　＊２
＊１：連結子会社の決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。
＊２：連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券
・時価のあるもの　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）

・時価のないもの　　　　　　移動平均法による原価法
ロ．受講料金銭信託　　　　　　時価法
ハ．たな卸資産

商品　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

教材　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

その他のたな卸資産　　　　主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性
の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産

（リース資産を除く)
定額法によっております。

建物及び構築物 ８年～50年
器具備品 ２年～10年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア　　社内における見込利用可能期間（５年等）に基づく定額
法によっております。

・その他の無形固定資産　　　定額法
ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３
月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

ニ．長期前払費用　　　　　　　定額法
③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、実際支給見込額基準
により計上しております。

ハ．役員賞与引当金　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見
込額に基づき当連結会計年度に見合う分を計上しており
ます。

④　退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間
に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

ロ．数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異の処理年数は、正社員、準社員及び業務社員役職者分は５
年、役職者を除く業務社員分は４年であり、それぞれ発生の翌連結会計年度か
ら定額法により按分した額を費用処理することにしております。
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⑤　のれんの償却方法及び償却期間
のれんの償却については、その効果の及ぶ期間(５年～20年)にわたって均等償却を行っ
ております。

⑥　その他連結計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理　　　　　　税抜方式によっております。ただし、控除対象外消費

税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処
理しております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）

　前連結会計年度まで特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売
却益」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。
　なお、前連結会計年度の「投資有価証券売却益」は13千円であります。

３．連結貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 49,491,686千円
⑵　有形固定資産の取得価額から国庫補助金等による圧縮記帳累計額4,952,466千円（建物及

び構築物4,755,035千円、器具備品197,431千円）が控除されております。
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 73,017千株 －千株 －千株 73,017千株

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

イ．2019年６月25日開催の第47回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,286,934千円
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2019年３月31日
・効力発生日 2019年６月26日

ロ．2019年11月12日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,288,359千円
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2019年９月30日
・効力発生日 2019年12月９日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな
るもの
2020年６月24日開催の第48回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 1,306,718千円
・１株当たり配当額 20円
・基準日 2020年３月31日
・効力発生日 2020年６月25日

⑶　当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
名　称 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

第１回新株予約権（通常型） 普通株式 370,200株

第２回新株予約権（株式報酬型） 普通株式 27,700株

第３回新株予約権（株式報酬型) 普通株式 28,200株

第４回新株予約権（株式報酬型) 普通株式 28,400株

第５回新株予約権（株式報酬型) 普通株式 25,400株

第６回新株予約権（株式報酬型) 普通株式 19,000株

－ 5 －



５．金融商品の時価等に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達について
は銀行借入による方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リス

クに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況
を適時に把握することとしております。

有価証券及び投資有価証券については、債券及び株式を保有しており、時価があるものに
ついては市場価額の変動リスクに晒されております。株式は、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、取引先企業と
の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。債券は、金銭及び金融資産運用規
程に従い、格付の高い債券のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

長期貸付金は、主に介護施設の建設等に際し建設協力金として取引先企業等に対し行って
おり、取引先の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、主要な取引先の状
況を定期的に把握し、財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を行っておりま
す。

差入保証金は主に全国の事業所等の賃借に際し、差し入れている保証金等であり、信用リ
スクに晒されております。当該リスクに関しては、主要な差入先の状況を定期的に把握し、
財政状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を行っております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は事業の譲受けに係る資金

及び運転資金の調達であります。また、ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主
に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各
社が適時に資金繰計画を作成するなどの方法により管理しております。

なお、当連結会計年度において、当社グループではデリバティブ取引を行っておりません。
⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価額がない場合には合理的に算
定された価額が含まれています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用してい
るため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当連結会計年度の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及

びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困
難と認められるものについては、次の表には含まれておりません（（注２）を参照ください）。

（単位：千円）
連結貸借対照表

計上額 時価 差額

⑴現金及び預金 18,520,613 18,520,613 －

⑵受取手形及び売掛金 35,556,326 35,556,326 －

⑶有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 26,201 26,201 －

⑷長期貸付金 6,961,199
貸倒引当金（※） △141,000

6,820,199 7,680,846 860,646
⑸差入保証金 12,274,761 11,029,121 △1,245,640

資産計 73,198,102 72,813,109 △384,993

⑴支払手形及び買掛金 1,948,133 1,948,133 －

⑵短期借入金 5,658,268 5,658,268 －

⑶未払法人税等 1,754,456 1,754,456 －

⑷未払消費税等 2,349,751 2,349,751 －

⑸長期借入金 15,692,773 15,706,670 13,896

⑹リース債務 61,077,895 62,041,810 963,915

負債計 88,481,279 89,459,091 977,812
（※）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

－ 7 －



（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資産
⑴現金及び預金、⑵受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑶有価証券及び投資有価証券
・その他有価証券

その他有価証券の時価については、株式は取引所の価格及び債券は取引金融機関等から
提示された価格によっております。
　また、これに関する連結貸借対照表計上額と取得原価との差額は次のとおりであります。

（単位：千円）

種類 取得原価 連結貸借対照表
計上額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの 株式 13,206 24,301 11,095

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの 株式 4,491 1,899 △2,591

合計 17,697 26,201 8,504
⑷長期貸付金

長期貸付金の時価の算定は、その将来キャッシュ・フローを安全性の高い利率等適切な指
標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しています。また、
一部の長期貸付金については、回収可能性を反映した受取見込額を残存期間に対応する安全
性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。

⑸差入保証金
差入保証金の時価については、回収可能性を反映した受取見込額を残存期間に対応する安

全性の高い利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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負債
⑴支払手形及び買掛金、⑵短期借入金、⑶未払法人税等、⑷未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

⑸長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入れを行った場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっています。なお、長期借入金には、１年以内返済
予定の借入金を含んでおります。

⑹リース債務
リース債務の時価については、元利金の合計額を同様の新規リース取引を行った場合に想

定される利率で割り引いて算定する方法によっております。なお、リース債務には、１年以
内支払い予定のリース料を含んでおります。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式（＊１） 563,662

差入保証金（＊２） 7,211

（＊１）非上場株式は、市場価額がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため､ 
「資産⑶有価証券及び投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。

　(＊２)　差入保証金のうち、市場価格がなく、実質的な預託期間を算定することが極めて困難な部
分については、合理的なキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるた
め、「資産⑸差入保証金」に含めておりません。
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（注３）金銭債権の連結決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

現金及び預金 18,207,038 － － －

受取手形及び売掛金 35,556,326 － － －

長期貸付金 444,167 1,722,533 1,575,232 3,078,266

合計 54,207,532 1,722,533 1,575,232 3,078,266

（注４）短期借入金、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超
５年以内

５年超
10年以内 10年超

短期借入金 5,658,268 － － －

長期借入金 6,729,863 8,884,583 78,326 －

リース債務 1,915,961 7,544,478 11,873,973 39,743,481

合計 14,304,093 16,429,062 11,952,300 39,743,481

６．賃貸等不動産の時価等に関する注記
賃貸等不動産の金額に重要性がないため記載しておりません。

７．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 660円91銭
⑵　１株当たり当期純利益 62円97銭
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８．重要な後発事象に関する注記
　当社は、2020年５月８日開催の取締役会において、いわゆるマネジメント・バイアウト（Ｍ
ＢＯ）（注１）の一環として行われる株式会社ＢＣＪ－44（以下「公開買付者」といいます。）
による当社の発行済普通株式（以下「当社株式」といいます。）及び本新株予約権（注２）に
対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に賛同の意見を表明し、かつ、当社
の株主及び本新株予約権の所有者の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨することにつ
いて決議いたしました。
　なお、当該取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続を経て当社
を完全子会社とすることを企図していること及び当社株式が上場廃止となる予定であることを
前提として行われたものであります。
　詳細については、2020年５月８日公表の「ＭＢＯの実施及び応募の推奨に関するお知らせ」
をご参照ください。

（注１）「マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）」とは、公開買付者が当社の役員との合意
に基づき公開買付けを行う者であって当社の役員と利益を共通にする者である取引
をいいます。

（注２）2015年６月30日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新株予約権（通常
型）、2015年６月30日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新株予約権
（株式報酬型）、2016年６月28日開催の当社取締役会の決議に基づき発行された新
株予約権（株式報酬型）、2017年６月27日開催の当社取締役会の決議に基づき発行
された新株予約権（株式報酬型）、2018年６月26日開催の当社取締役会の決議に基
づき発行された新株予約権（株式報酬型）及び2019年６月25日開催の当社取締役会
の決議に基づき発行された新株予約権（株式報酬型）の総称を意味します。

９．その他の注記
　記載金額は表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純
資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法
③　たな卸資産

商品　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

教材　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法により算定）

貯蔵品　　　　　　　　　　　最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 15年～50年
構築物 ８年～20年
器具備品 ２年～10年

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法
なお、ソフトウエア（自社利用）については、社内にお
ける見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し
ております。

③　リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が2008年３
月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。

④　長期前払費用　　　　　　　　定額法

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい
ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。
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②　賞与引当金　　　　　　　　　従業員の賞与の支給に充てるため、実際支給見込額基準
により計上しております。

③　役員賞与引当金　　　　　　　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見
込額に基づき、当事業年度に見合う分を計上しておりま
す。

④　退職給付引当金　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における
退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
なお、数理計算上の差異の処理年数は、正社員、準社員
及び業務社員役職者分は５年、役職者を除く業務社員分
は４年であり、それぞれ発生の翌事業年度から定額法に
より按分した額を費用処理しております。

⑷　収益及び費用の計上基準
①　医療関連売上　　　　　　　　診療報酬請求業務等の請負業務については、業務完了分

を売上計上しております。その他の医事業務については、
当事業年度に提供した役務に対応する売上高を計上して
おります。

②　介護関連売上　　　　　　　　介護業務については、当事業年度に提供した役務に対応
する売上高を計上しております。

③　保育売上　　　　　　　　　　保育業務については、当事業年度に提供した役務に対応
する売上高を計上しております。

④　ヘルスケア関連売上　　　　　ヘルスケア業務については、当事業年度に提供した役務
に対応する売上高を計上しております。

⑤　教育売上　　　　　　　　　　受講料については、受講期間・回数の経過に応じて売上
高を計上しております。

⑥　セラピー売上　　　　　　　　セラピー業務については、当事業年度に提供した役務に
対応する売上高を計上しております。

⑸　その他計算書類作成のための基本となる事項
①　消費税等の会計処理 税抜方式を採用しております。ただし、控除対象外消費

税等は、当事業年度の費用として処理しております。
②　のれんの償却方法及び

償却期間
のれんの償却については、その効果の及ぶ期間（９年～
20年）にわたって均等償却を行っております。

２．表示方法の変更に関する注記
（損益計算書）

　前事業年度まで特別利益の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証券売却益」
は、金額的重要性が増したため、当事業年度より、区分掲記しました。
　なお、前事業年度の「投資有価証券売却益」は13千円であります。
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３．貸借対照表に関する注記
⑴　有形固定資産の減価償却累計額 36,615,737千円
⑵　有形固定資産の取得価額から国庫補助金等による圧縮記帳累計額4,952,466千円（建物

4,698,897千円、構築物56,137千円、器具備品197,431千円）が控除されております。
⑶　保証債務

有料老人ホームの入居一時金保全措置に基づく金融機関に対する債務保証
株式会社ニチイケアパレス 4,636,420千円

⑷　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。
①　短期金銭債権 271,270千円
②　短期金銭債務 797,984千円
③　長期金銭債権 9,450,344千円
④　長期金銭債務 974,819千円

４．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
①　売上高 505,792千円
②　仕入高 544,427千円
③　その他の営業取引高 5,083,960千円
④　営業取引以外の取引高 809,446千円

５．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 8,671千株 148千株 1,137千株 7,682千株

（注）　自己株式の数の増加は譲渡制限付株式報酬の失効による増加147千株及び単元未満株式
の買取りによる増加０千株であり、減少はストックオプションの権利行使による減少
983千株並びに譲渡制限付株式報酬の付与による減少153千株及び単元未満株式の買増
請求による減少０千株であります。
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６．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
未払事業税等 311,450千円
賞与引当金 1,702,196千円
未払費用 274,798千円
貸倒引当金 1,468,552千円
退職給付引当金 2,041,720千円
減損損失 464,290千円
関係会社株式評価損 1,884,221千円
関係会社出資金評価損 527,952千円
株式報酬費用 113,937千円
資産除去債務 963,806千円
その他 348,844千円

繰延税金資産小計 10,101,770千円
評価性引当額 △2,040,297千円

繰延税金資産合計 8,061,473千円
繰延税金負債

有形固定資産 △582,639千円
その他有価証券評価差額金 △2,604千円
その他 △277,707千円

繰延税金負債合計 △862,951千円
繰延税金資産の純額 7,198,522千円
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７．リースにより使用する固定資産に関する注記
所有権移転外ファイナンス・リース取引
　リース資産の内容

⑴有形固定資産
介護部門及び管理部門における施設内什器備品並びに介護部門における不動産リースが

主であります。
⑵無形固定資産

管理部門における運用管理システムのソフトウエアが主であります。

８．関連当事者との取引に関する注記
⑴　子会社及び関連会社等

種類 会社等の
名称

資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(%)

関連当
事者と
の関係

取引の内容 取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

子会社
㈱ニチイ
グリーン
ファーム

300,000
千円

観 光 施
設 の 運
営 ・ 管
理、ペッ
ト 犬 の
飼育・販
売等

所有
直接100.00

資金援
助

資 金 の
貸付
(注2.ｲ.)

－
長 期 貸
付金
(注4.)

2,720,000

役員の
兼任

子会社 ㈱ニチイ
ケアパレス

80,000
千円

特 定 施
設 入 居
者 生 活
介 護 サ
ービス

所有
直接100.00

資金援
助

資 金 の
返済
(注2.ｲ.)

2,600,060
長 期 貸
付金 4,800,000

役員の
兼任

利 息 の
受取
(注2.ｲ.)

37,241

子会社 ㈱ニチイ
ケアネット

220,000
千円

福 祉 用
具 の 販
売・レン
タ ル サ
ービス

所有
直接100.00

出資
配 当 金
の受取 150,000 － －

役員の
兼任

子会社 ㈱日本信用
リース

100,000
千円

リ ー ス
業

所有
直接 70.00

出資

役員の
兼任

リ ー ス
取 引 の
中 途 解
約

違 約
金 の
支払

3,086 － －

解 約
損 40,606 － －
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⑵　役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称又は

氏名
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の
所有(被所有)
割合(%)

関連当
事者と
の関係

取引の内容 取引金額
(千円) 科目 期末残高

(千円)

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

㈲ エ ス
テ ー ト
東葛
(注3)

3,000
千円

不 動 産
管 理 業 － 不動産

の賃借
支 払 賃
料
(注2.ﾛ.)

13,112

前 払 賃
料

675

差 入 保
証金

3,235

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社

㈲明光
(注3)

3,000
千円

不 動 産
管 理 業

被所有
直接　0.13

不動産
の賃借

支 払 賃
料
(注2.ﾛ.)

21,142

前 払 賃
料

1,761

差 入 保
証金 17,619

（注）⒈取引金額には、消費税等は含まず、期末残高には消費税等が含まれております。
⒉取引条件及び取引条件の決定方針等
イ.子会社と協議の上、合理的に算定した一定の利率及び返済条件にて取引しております。
ロ.一般条件と同様に決定しております。
⒊当社常務取締役　寺田剛の近親者が100％を直接所有しております。
⒋㈱ニチイグリーンファームへの長期貸付金に対して2,720,000千円の貸倒引当金を計上

しております。

９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 693円53銭
⑵　１株当たり当期純利益 76円56銭

10．重要な後発事象に関する注記
　当社は、2020年５月８日開催の取締役会において、いわゆるマネジメント・バイアウト（Ｍ
ＢＯ）の一環として行われる株式会社ＢＣＪ－44（以下「公開買付者」といいます。）による
当社の発行済普通株式及び本新株予約権に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいま
す。）に賛同の意見を表明し、かつ、当社の株主及び本新株予約権の所有者の皆様に対して、
本公開買付けへの応募を推奨することについて決議いたしました。
　なお、詳細につきましては、「連結計算書類　連結注記表　８．重要な後発事象に関する注
記」に記載のとおりであります。

11．その他の注記
　記載金額は表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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